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令和８年度 農林水産部重点推進事項令和８年度 農林水産部重点推進事項

１ 日本の食を支える農業を実現する 2 森の恵みを未来へつなぐ林業・木材産業を実現する

３ 環境変化に対応した新たな水産業を実現する

４ 活力あふれる明るい農山漁村を実現する

① 産地を支える担い手の確保・育成
・就農希望者の多様なニーズに対応した総合的な就農支援
・地域計画に位置づけられた担い手の規模拡大や複合化への取組を支援

② 需要に応じた米生産と土地利用型作物の生産性の向上
・乾田直播栽培など超省力・低コスト生産の実証
・サキホコレの高品質・安定生産と戦略的な情報発信
・大豆の単収・品質の向上に向けた技術指導の強化

③ 収益性の高い複合型生産構造の確立
・生産基盤の強化により「稼ぐ」園芸・畜産産地へ
・園芸品目の単収向上技術や高温対策技術の普及
・秋田牛の資質向上と生産拡大によるブランド力の強化
・ECSや大豆WCSなどの自給飼料の増産に向けた実証

④ 農畜産物の付加価値向上と販路拡大
・首都圏や関西圏での新たな販路拡大と効率的な物流の構築
・異業種連携による６次化商品の開発・販売支援

① 林業を支える人材の確保・育成
・秋田林業大学校を核とした人材の育成とＡターンの促進
・女性や若者が働きやすい就労環境の整備

② 脱炭素に貢献する再造林の拡大
・造林者と伐採者が連携するネットワークの構築
・森林由来のＪ－クレジットの普及啓発

③ 生産・供給体制の強化と県産材の販路拡大
・県内外における県産材の利用拡大と台湾への輸出促進
・生産管理の効率化に向けたＩＣＴの導入促進

⑤ 脱炭素に貢献する農業生産の推進
・農薬・化学肥料低減体系への転換の促進

⑥ デジタル化等による飛躍的な生産性の向上
・省力化や単収向上に向けた新たなスマート技術の開発
・水田の大区画化や排水対策など農業生産基盤の整備

① 漁業を支える人材の確保・育成
・秋田漁業スクールを核とした人材の確保・育成

② つくり育てる漁業の推進
・収益性の高い魚種の種苗生産・育成技術の開発
・漁港内静穏域を活用した蓄養殖の推進

③ 新たな漁業への挑戦
・海洋環境の変化に対応した漁獲対象魚種・漁法への転換

② 農山漁村ならではの多様なビジネスの創出
・地域資源を活用したオンリーワンビジネスの創出

① 次世代につなぐ持続可能な農山漁村の形成
・農村ＲＭＯの形成に向けた取組への支援
・関係人口の拡大に向けた半農半Ｘの取組への支援

【東南アジアを中心とした農畜産物の輸出拡大】
・令和11年までに輸出額を40億円に拡大
・既存商流の拡大と新規輸出先の開拓
・大手輸出商社と連携したテストマーケティングの実施

南方系魚種「アカアマダイ」

林業大学校での実習の様子

県有種雄牛「宝乃国」

大区画ほ場でのスマート農機の作業

タイでのトップセールス

乾田直播栽培（播種作業）

農泊ビジネス

【官民連携のプラットフォームを核とした担い手の育成】

・水稲などへの就農希望者の呼び込みとマッチング支援
・正規雇用への移行を前提としたトライアル雇用就農の推進
・雇用就農を通じた大型農業機械の免許取得や操作技術の習得

【第50回全国育樹祭を契機とした森づくりの気運醸成】
・実施計画、宿泊・輸送計画の策定
・お手入れ会場（北欧の杜公園）の整備工事
・シンポジウムなどの関連行事の実施

第48回全国育樹祭（宮城県）

POINT

産地を支える担い手

【ツキノワグマの被害防止対策】
・市町村等が行う電気柵や捕獲機材の整備への支援
・クマとの棲み分けに向けた緩衝帯の整備

POINT

POINT

POINT
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１ 農地中間管理総合対策事業

農林政策課

農業経営の規模拡大や農地の集積・集約化を促進するため、推進母体となる農地中間管理機構や市町村等の活動を
支援する。

１ 事業内容
(1) 農地中間管理事業

農地中間管理機構が行う農地の賃貸借の推進等に対して支援する。
・ 助成対象 農地の賃料、農地保全管理費等
・ 補 助 率 国７／10、県３／10

(2) 農地売買支援事業
農地中間管理機構が行う農地の売買の推進に対して支援する。
・ 助成対象 業務運営費等
・ 補 助 率 国６／10、県４／10

(3) 農地集約化促進事業
ア 地域集約化実現タイプ

地域でまとまった農地を農地中間管理機構へ貸し付けて、集約化を図る地域へ支援金を交付する。
・ 交付単価 20千円～26千円／10a

イ 集約化加速タイプ
農地中間管理機構から担い手への転貸により、集約化を加速する地域に対し支援金を交付する。

・ 交付単価 10千円～50千円／10a
ウ 推進事務費
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(4) 大潟村方上地区農地利活用推進事業
大潟村方上地区利活用検討委員会を開催するとともに、当該農地の利活用に向けた測量費用等に対し支援する。
・ 助成対象 地積測量費、自然環境調査費等
・ 補 助 率 10／10

２ 事業主体
(1)：県、農地中間管理機構
(2)：農地中間管理機構
(3)：県、市町村
(4)：県、（公社）秋田県農業公社

３ 予算額
７０３，３０８千円 国庫支出金 ２０８，８５３千円

繰入金：農地中間管理事業等推進基金 ４１４，５９８千円
：地域活性化対策基金 ７９，８５７千円

(1)：２４７，５９３千円 報酬、需用費等 ４，３８２千円
負担金補助及び交付金 ２４３，２１１千円

(2)： ２３，６９９千円 負担金補助及び交付金 ２３，６９９千円

(3)：４０７，３８８千円 需用費 ２００千円
負担金補助及び交付金 ４０７，１８８千円

(4)： ２４，６２８千円 報償費、旅費等 ２１２千円
負担金補助及び交付金 ２４，４１６千円

４ 事業年度
平成２６年度～
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２ あきたの米ぢから就農促進プラットフォーム形成事業（新規）

農林政策課

将来の水田農業を担う後継者の確保・育成を図るため、県内外からの新規参入者の積極的な呼び込みや企業的経営
体での雇用就農等を促進する。

１ 事業内容
(1) 推進体制整備事業

官民の連携により、新規参入者と農業法人等のマッチングを加速するためのプラットフォームを構築し、
農業経営の円滑な継承や就農定着等を支援する。
・ 実施内容 サポート会議の開催や専門家派遣による経営改善指導

地域計画のブラッシュアップに向けた研修会の開催 等

(2) 新規参入者等呼び込み対策事業
就農相談会の開催等により、県内外からの新規参入者の呼び込みを促進する。
・ 実施内容 ウェブサイトによる情報発信やインターンシップ研修の実施

農業法人におけるトライアル雇用就農の実施
派遣による外国人労働者の受け入れに対する支援 等

(3) 経営基盤強化対策事業
農地の受け手となる企業的な経営を目指す農業法人を支援する。
・ 実施内容 次世代農業経営者ビジネス塾の開催

雇用就農を通じた大型農業機械の免許取得や、操作技術習得への支援
経営継承計画の策定や法人間の連携・統合など、経営改善に向けた取組への支援 等

あきた農林水産業交流イベント

（アキタコアベース）
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２ 事業主体
(1)：県
(2)：県、農業法人
(3)：県、市町村

３ 予算額

７２，５５２千円 国庫支出金 ３５，２３３千円

諸収入 ４，０２５千円

一般財源 ３３，２９４千円

(1)：１４，９２２千円 旅費、使用料及び賃借料等 ３，４４３千円

委託料 １１，４７９千円

(2)：１９，０８８千円 旅費、需用費等 ４５１千円

委託料 １７，２６１千円

負担金補助及び交付金 １，３７６千円

(3)：３８，５４２千円 報酬、共済費等 ９，４５１千円

委託料 ３，４８６千円

負担金補助及び交付金 ２５，６０５千円

４ 事業年度

令和８～１２年度
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◇ 将来の水田農業を担う後継者の確保・育成を図るため、県内外からの新規参入者の積極的
な呼び込みや企業的経営体での雇用就農等を促進する

あきたの米ぢから就農促進プラットフォーム形成事業のスキーム

○ 官民連携による新たなプラットフォームを形成
○ ターゲットを明確化し、民間との就農希望者の情報共有を図り、就農希望者を呼び込み
○ 受入先となる企業的経営体での雇用を通じて、大型農業機械の免許取得や操作技術の
習得への支援

○ 養成されたオペレーターは、企業的経営体の即戦力としての参画等、地域の水田農業の
担い手として活躍できるよう育成
【構成組織（予定）】
県、市町村、JA中央会、農業会議、農業公社、全農あきた、金融機関、外部専門家、農業機械化協会等

あきたの米ぢから就農促進プラットフォーム（農業経営・就農支援センター）

地
域
農
業

の
担
い
手

新
規
就
農

希
望
者

水
稲
・
大
豆
を

主
体
と
す
る
経
営
体

呼び込み

ソフト支援

ハード支援

マッチング

雇用就農

トライアル
雇用就農

③連携法人の経営力の強化（経営基盤強化対策事業）
◇後継者支援：中小企業診断士等による継承計画の作成、免許・資格取得等に係る経費への支援
◇法人専門員：北秋田、平鹿地域振興局に法人化を支援する法人化専門員を配置
◇集 落 営 農：農業機械等の導入を支援、法人化や法人間連携を支援

① プラットフォーム（推進体制整備事業）
◇設置・運営：サポート会議の開催、専門家派遣による経営改善、振興局サテライトセンターとの連携指導

※その他 地域計画のブラッシュアップに向けた研修会の開催

② 就農先とのマッチング（新規参入者等呼び込み対策事業）
◇就農前準備：就農支援専門員による個別相談、インターンシップ等の実施
◇情 報 発 信：ポータルサイト・ＳＮＳによる発信強化、就農フェアへの出展等
◇マッチング：就農希望者と受入法人との連絡調整、トライアル雇用就農

※その他 派遣による外国人労働者の受け入れに対する支援（特定技能の派遣モデルを２箇所設置）
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３ 旧農業担い手研修教育センター跡地利活用等促進事業（新規）

農林政策課

旧農業担い手研修教育センター跡地の財産処分に向け、確定測量や不動産鑑定を実施する。

１ 事業内容
(1) 実施内容 確定測量及び不動産鑑定
(2) 対象財産 農地及び宅地702,601㎡、建物21棟（北秋田市大野台地区）

２ 事業主体
県

３ 予算額
３７，４４３千円 一般財源 ３７，４４３千円

旅費 ４７千円
委託料 ３７，３９６千円

４ 事業年度
令和８～９年度
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４ 新規就農総合対策事業

農林政策課

新規就農者の確保・育成を図るため、県内での就農を希望する若者等の多様なニーズに対応した農業研修の実施や、
営農初期の経営安定に資する資金交付など、総合的な就農支援を行う。

１ 事業内容
(1) 未来を担う人づくり対策事業

就農に必要な農業技術や経営管理能力向上のための実践研修を実施する。
・ 実施内容 秋田アグリフロンティア育成研修の企画・運営

(2) 農業次世代人材投資事業
就農前の研修を受ける者や独立・自営就農者に対し、資金を交付する。

ア 次世代人材投資事業
(ｱ) 就農準備資金(39人)
・ 交付金額 1,500千円／人・年（最長２年間）

(ｲ) 経営開始資金(160人)
・ 交付金額 1,500千円／人・年（最長３年間）

(ｳ) 推進事務費
イ 多様な就農スタイル支援事業
(ｱ) 秋田アグリフロンティア育成研修等の研修生への奨励金
・ 助成対象 ①県試験研究機関や農業者の下での実践研修（21人）

②市町村研修施設等での実践研修（24人）
・ 交付金額 900千円／人・年（①県７／10、市町村３／10 ②県１／２、市町村１／２）

(ｲ) 中年層の新規就農者に対する支援資金
・ 交付対象 就農時の年齢が50歳以上60歳未満の就農者（３人）
・ 交付金額 1,200千円／人・年（最長３年間）
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(3) 新規就農者経営発展支援事業
認定新規就農者の就農後の経営発展のため、機械・施設等の導入を支援する。
・ 助成対象 機械・施設、家畜導入、果樹新植等
・ 補 助 率 ３／４（国２／３、県１／３）

(4) 農業教育高度化事業
農業関係高校における農業教育の高度化を図るため、外部講師による出前授業や農業現場での実践研修を行う。
・ 実施内容 先進農家、農業法人等による出前授業や現地研修

就農を考える生徒を対象にした就農促進セミナー

２ 事業主体
(1)、(4)：県
(2) ：県、市町村、（公社）秋田県農業公社
(3) ：市町村

３ 予算額
４１６，３２５千円 繰入金：地域活性化対策基金 ５８，８９０千円

諸収入 ３５７，４３５千円

(1)： １０，１３１千円 報償費、需用費等 １０，１３１千円

(2)：３３３，１６３千円 負担金補助及び交付金 ３３３，１６３千円

(3)： ６９，０５７千円 負担金補助及び交付金 ６９，０５７千円

(4)： ３，９７４千円 報償費、使用料及び賃借料等 ３，９７４千円

４ 事業年度
平成２２年度～
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５ ６次産業化総合支援プラン推進事業（新規）

農業経済課

農林漁業者の所得向上を図るため、地域資源を活用して加工・販売を行う６次産業化の取組を総合的に支援する。

１ 事業内容
(1) ６次産業化事業体育成・強化事業

関係機関・団体による協議会を開催し、６次産業化の促進に向けた情報交換を行
うとともに、専門家の派遣等による支援活動を実施する。
・ 実施内容 秋田県６次産業化推進協議会の開催

専門家の派遣による経営改善支援 等

(2) 商品開発・販売力強化促進事業

物価高騰に直面する農林漁業者の所得向上を図るため、地域の農林水産物の特色

を活かした魅力的な商品の開発や販路開拓等の取組を支援する。

ア 商品力・販売力強化促進事業
・ 実施内容 商品力・販売力強化に関する研修会の開催

ネットワーク構築のための情報交換会の開催 等
イ 商品力・販売力強化支援事業
・ 助成対象 新商品開発や販路開拓に要する経費 〔新商品開発・販促活動〕

・ 補 助 率 １／２（上限1,000千円）

・ 事業区分 重点分野タイプ ：重点品目（米、しいたけ、さつまいも）の加工品開発等の取組を支援

異業種連携タイプ：農林漁業者と食品加工業者等による連携体の取組を支援

〔さつまいも加工セミナー〕
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(3) ６次産業化施設整備緊急支援事業
物価高騰に直面する農林漁業者の収益基盤を強化するため、農林水産物の加工等

に要する機械・施設の整備を支援する。
・ 補 助 率 １／３（上限：一般タイプ10,000千円、重点タイプ20,000千円）

※重点タイプ：米、しいたけ、さつまいもの加工等

(4) ふるさと秋田の地産地消推進事業

地産地消を推進するため、県産農畜産物や６次産業化商品等を広くＰＲするほか、
学校給食における地場産農産物の利用拡大に向けた取組等を支援する。
・ 実施内容 地産地消ＰＲイベントの開催

学校給食における地場産活用モデル地区（男鹿市）での検討会の開催
直売所を対象とした集客力・客単価向上研修会の開催 等

２ 事業主体
(1)、(2)のア、(4)：県
(2)のイ ：農林漁業者、ＪＡ、異業種連携体等
(3) ：認定農業者、認定新規就農者、農業者等が組織する団体、ＪＡ等

〔地産地消PRイベント〕
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３ 予算額
１２４，２５７千円 国庫支出金 １１７，３１９千円

一般財源 ６，９３８千円

(1)： ９，４８８千円 旅費、需用費等 １００千円
委託料 ９，３８８千円

(2)：１３，１３６千円 報償費、旅費等 ３，１３６千円
負担金補助及び交付金 １０，０００千円

(3)：９４，９３１千円 負担金補助及び交付金 ９４，９３１千円

(4)： ６，７０２千円 旅費、需用費等 ７０２千円
委託料 ６，０００千円

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用予定

４ 事業年度
令和８年度～
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６ ＡＫＩＴＡグローバルリーチ戦略展開事業（拡充）

農業経済課販売戦略室
水 田 総 合 利 用 課
畜 産 振 興 課

県産農畜産物の輸出拡大を図るため、秋田県農畜産物輸出促進協議会を核とするオール秋田での海外需要獲得に向
けた取組を総合的に支援する。

１ 事業内容
(1) 秋田県農畜産物輸出促進協議会スタートアップ事業

産地の意識醸成を目的としたフォーラムや戦略的な輸出促進に向けたワーキング
グループを開催する。

(2) 秋田米需要獲得支援事業（新規）
米の輸出拡大を図るため、テストマーケティングを行うとともに、民間事業者の

販路開拓に向けた活動を支援する。
ア 県産米のテストマーケティングの実施
イ 海外での販路拡大に向けた活動への支援
・ 助成対象 米の輸出拡大に向けて行う販路開拓活動に係る経費
・ 補 助 率 １／２（上限額：県域農業団体 8,000千円、農業法人等 2,000千円）

ウ 輸出用米・業務用米の商談会の開催
エ 国際食品見本市への出展

〔輸出フォーラムの開催〕
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(3) 青果物新規市場獲得促進事業（新規）
輸出先でのプロモーションを実施するほか、低コスト物流体系や輸出先の規制に

対応した果樹の防除体系を実証する。
ア 需要開拓に向けたプロモーションの実施
・ 実施内容 台湾及び東南アジアでの県産青果物のＰＲフェアや商談会の開催
・ 対象品目 りんご、なし、もも、ぶどう、ねぎ、すいか

イ 青果物等の物流・栽培技術実証
・ 実施内容 海上輸送時の最適な保管方法の検討（ねぎ）

輸出先の残留農薬規制に対応した防除体系の実証（りんご）

(4) 秋田牛輸出拡大事業（新規）
既存輸出先での販路拡大及び新規輸出先における市場調査や販路開拓活動を行う。

ア 既存輸出先での販路拡大（タイ・台湾）
・ 実施内容 カット技術及び調理法提案セミナーの開催（タイ）

新規取扱飲食店での秋田牛フェアの開催（タイ）
観光と連携したイベントでの秋田牛ＰＲの実施（台湾）

イ 新規輸出先における販路開拓（ベトナム）
・ 実施内容 市場調査、販売先等の開拓活動

２ 事業主体
(2)のイ ：県域農業団体、農業法人等
上記以外 ：県

〔県産青果物ＰＲフェア〕

カット技術及び
調理法講習会
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３ 予算額
５５，５３４千円 国庫支出金 １０，４９９千円

一般財源 ４５，０３５千円

(1)： １，６５５千円 旅費、使用料及び賃借料等 １，６５５千円

(2)：２９，４７４千円 旅費、使用料及び賃借料等 １，５５３千円
委託料 １５，５０１千円
負担金補助及び交付金 １２，４２０千円

(3)：１７，３３２千円 旅費、役務費等 ４，５６４千円
委託料 １２，７６８千円

(4)： ７，０７３千円 旅費、需用費等 ２，７３８千円
委託料 ４，３３５千円

４ 事業年度
令和７～１１年度
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７ 企業ネットワーク型販路拡大加速化事業（新規）

農業経済課販売戦略室

首都圏での販路の拡大と関西圏での新たな商流の構築を図るため、パートナー企業と連携したプロモーションの展
開や効率的な物流体制の構築に向けた実証を行う。

１ 事業内容
(1) 企業連携販路拡大・商流確保事業

パートナー企業が有する販売に関する知見やネットワークを活用し、消費者
ニーズを的確に捉えた効果的なプロモーションを展開する。
・ 実施内容 百貨店等での秋田フェアの開催

青果物バイヤーの産地招へい

(2) 関西圏に向けた物流体制構築事業
青果物の効率的な物流体制の構築に向け、鉄道冷蔵コンテナ輸送とトラック

混載輸送の実証を行う。

２ 事業主体
県

〔野菜ソムリエプロと連携したＰＲ〕
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３ 予算額
６，６０５千円 一般財源 ６，６０５千円

(1)：５，４７０千円 旅費、需用費等 １，７１９千円
委託料 ３，７５１千円

(2)：１，１３５千円 旅費、需用費等 ４２０千円
委託料 ７１５千円

４ 事業年度
令和８～１１年度
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Ｒ７実績 Ｒ８計画

1,756 1,857 

9,614 9,913 

18 22 

923 922 

令和８年１月現在

項目

 作付面積（ha）

 生産数量（t）

 生産団体数

 生産者数（人）

８ ニッポン全国サキホコレ！トップブランド推進事業（新規）

水田総合利用課

「サキホコレ」の全国トップブランドの地位を確立するため、高品質な米の安定供給に向けた生産対策や販売チャ
ネルの拡大のための流通・販売対策、訴求力のあるブランドイメージの構築に向けた戦略的な情報発信等を実施する。

１ 事業内容 〔生産実績及び計画〕
(1) 需要の拡大に対応した高品質なサキホコレ生産推進事業

データに基づく栽培管理システムの活用やカントリーエレベーターへの出荷
促進等により、生産拡大と高品質・良食味米の安定生産を推進する。
ア 高品質・安定収量を確保する生産の推進

・ 実施内容 技術普及展示ほの設置（13か所）
技術情報の提供、食味分析計の導入への支援

イ 需要の拡大に対応した生産の推進
・ 実施内容 特別栽培に対応した栽培管理システムの効果検証

玄米タンパク質含有率予測技術の普及によるカントリーエレベーターへの出荷促進
生産者協議会の開催（栽培技術研修会、食味コンテスト等の開催）

ウ 消費者が共感できる栽培体系の推進
・ 実施内容 特別栽培の現地試験（３か所）

生産団体における高付加価値商品づくりの促進
みどり認定の取得促進

(2) トップブランド定着に向けた流通・販売対策事業
産地のストーリーを伝える取組を推進するとともに、市場ニーズを捉えた高

付加価値商品の開発や販売チャネルの拡大を図る。
ア 流通販売促進活動

・ 実施内容 首都圏以西への販売促進活動
量販店等のバイヤーと生産者が協働で行う商品開発
関西圏でのトップセールス 〔食味コンテスト〕
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販売計画 販売実績 進捗率

（ｔ） （ｔ） （％）

県内 1,917 445 23 

県外 7,544 1,486 20 

合計 9,461 1,931 20 

令和８年１月現在

エリア

(3) 認知度と関心を高める戦略的な情報発信事業 〔令和７年産の販売状況〕
イメージキャラクターによるプロモーションやＳＮＳを通じた情報発信等に

より「サキホコレ＝秋田産」イメージの定着と更なる認知度の向上を図る。
・ 実施内容 イメージキャラクターを活用したＰＲ（ポスター、ＣＭ等）

田植え・稲刈りイベントやアンバサダーによるＰＲ
異業種（観光・健康・美容等）とのタイアップ
量販店における試食宣伝 等

(4) ブランド化戦略推進体制整備事業
秋田米新品種ブランド化戦略本部の円滑な運営を図るとともに、「秋田米新

品種ブランド化戦略」に基づく取組を推進する。

２ 事業主体
(1)、(2)：県
(3)、(4)：県、秋田米新品種ブランド化戦略本部

〔田植えイベント〕
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３ 予算額
６６，５９３千円 国庫支出金 ８００千円

諸収入 ２３千円
一般財源 ６５，７７０千円

(1)：１４，４８４千円 報酬、需用費等 １０，８７６千円
委託料 ２，２３８千円
負担金補助及び交付金 １，３７０千円

(2)： ７，２５６千円 旅費、役務費等 １，８１２千円
委託料 ５，４４４千円

(3)：４１，６２７千円 旅費、役務費等 １，６２７千円
負担金補助及び交付金 ４０，０００千円

(4)： ３，２２６千円 需用費、役務費等 ９２４千円
負担金補助及び交付金 ２，３０２千円

４ 事業年度
令和８～１１年度
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９ 鳥獣被害防止対策関連事業

水田総合利用課
森林環境保全課

ツキノワグマ等による人身被害や農作物被害を防止するため、地域協議会が実施する被害防止活動等を支援すると
ともに、人の生活圏への出没を抑制するための緩衝帯整備等を推進する。

１ 事業内容
(1) 農作物鳥獣被害防止対策事業

市町村が作成した被害防止計画に基づく地域協議会の取組を支援するとともに、地域における被害防止活動の
強化に向けた研修会を開催する。
ア 鳥獣被害防止総合支援事業
・ 助成対象 有害鳥獣の捕獲活動や箱わな・電気柵の設置

追い上げ活動や雑木林の刈り払い 等
・ 補 助 率 定額、１／２

イ 鳥獣被害防止対策県推進費
・ 実施内容 被害防止対策研修会の開催等

(2) 森林での緩衝帯整備
野生動物の人の生活圏への出没を抑制するため、緩衝帯の整備を行う。

ア 秋田県水と緑の森づくり事業（安全・安心な森整備事業のうち緩衝帯等整備）
・ 実施内容 調査・測量、下刈り、除伐等
・ 補 助 率 10／10

イ 緩衝帯等整備事業（公共）
・ 実施内容 下刈り、除伐等
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２ 事業主体
(1)のア ：地域協議会
(1)のイ、(2)のイ：県
(2)のア ：県、市町村、林業経営体

３ 予算額
２５７，３５５千円 国庫支出金 ８３，６２６千円

繰入金：秋田県水と緑の森づくり基金 １７３，７２９千円

(1)： ７３，６２６千円 報償費、旅費等 ２，６８４千円
負担金補助及び交付金 ７０，９４２千円

(2)：１８３，７２９千円 委託料 ３２，６１８千円
負担金補助及び交付金 １５１，１１１千円
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 管理強化ゾーンでの管理捕獲特別対策
3,410万円

 出没抑制対策の実証・研究
2,005万円

 ドローン等活用クマ対策実証事業
1,552万円

 ドローン等による出没エリアの把握、監視能
力の強化など新たな対策手法の確立

 県立学校施設等の安全対策
1,655万円

 県立学校敷地内のクマ誘引木の伐採
 森林での緩衝帯整備

1億8,372万円
 市町村等の活動支援と県による整備
 河川等の環境維持

1億2,000万円
 河川におけるやぶの刈り払いや伐木等

 市町村被害防止対策支援事業
 市街地出没防止や捕獲体制整備への支援
 農作物鳥獣被害防止対策事業
 鳥獣被害対策実施隊の設置、箱わなや電気
柵の導入などの市町村等の活動を支援

 ガバメントハンターの配置
 ツキノワグマ被害対策支援センターへ２人配置
 捕獲個体の調査・分析
 捕獲個体の年齢査定や出生数の確認等によ
るクマの生態等の研究

 狩猟の魅力を伝えるフォーラムの開催
 若手狩猟者を対象にした技術研修
(大型獣捕獲向け銃器の実技・解体講習)

 狩猟免許等の取得や銃器購入への支援
 狩猟免許試験の実施（年５回）
 狩猟技術訓練施設の運営・整備

 県民フォーラムの開催
 県民一体となった人の生活圏における人身被
害ゼロに向けた機運の醸成

 ツキノワグマ目撃情報等の発信
 クマダスの運用、スマートフォン向けアプリの開発

人の生活圏への出没抑制対策
4億1,314万円

出没時の体制整備強化
1億4,765万円

狩猟者等の確保・育成
3,844万円

住民への情報発信の強化
2,043万円

現 状 目指す姿

人の生活圏における
「人身被害ゼロ」

を達成し、県民の日常生活
の安全・安心を確保する

① 市街地での出没の多発及び人身・
農林業被害の増加

② 被害対策を担う人材･知識･知見
の不足

③ 地域住民による主体的な取組が
必要

３〜10月における管理強化ゾー
ンでの捕獲に対して奨励金を支給(1頭5万円)

新

新規ポイント

拡

カメラ画像からＡＩでクマを検出し、
通知や低周波音で追い払いするシステムの実証
(3か所)を行い、出没対策手法を研究

新

ユーザーの現在位置情報を活用し、
プッシュ通知による注意喚起を実施
拡充ポイント

ツキノワグマ被害対策支援センター
の拡充内容（ガバメントハンター以外）
・鳥獣管理職員の増員（4人）
・麻酔銃の追加購入

拡

拡充ポイント

新

新

新

20252024202320222021年度

13,5491,3403,723730864目撃件数(件)

671170612人身被害(人)
※2025は２月15日時点

現在地情報の取得を許可

現在から〇分前に目撃

半径〇ｍ以内

目撃情報をプッシュ通知

新

新

新

対策関連事業費
6億1,966万円
※R7年度当初予算
2億8,519万円

＜過去実績＞

令和８年度 ツキノワグマ被害防止総合対策

拡充ポイント
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10 あきたの米ぢから向上対策支援事業（新規）

水田総合利用課

県産米の更なる生産力強化と需要拡大を図るため、省力・低コスト技術の確立や高品質・良食味米の安定生産に向
けた取組を推進するとともに、意欲ある農業者等の機械導入を支援する。

１ 事業内容
(1) 秋田米生産・販売戦略推進事業

生産者や農業団体、行政が一体となり、戦略に掲げる取組を推進する。
・ 実施内容 秋田米生産・販売戦略会議の開催

専門部会、研修会等の開催
新戦略の周知活動

(2) 超省力・低コスト技術確立事業
業務用米や輸出用米の生産拡大に向けた省力・低コスト化を推進するため、乾田直播栽培等の技術を確立する。
・ 実施内容 乾田直播栽培技術の確立（農業試験場）

導入効果と技術適応性の検証（２地区）
多収品種による高密度播種苗を活用した疎植栽培技術の確立・普及（２地区）

(3) 秋田米生産力向上対策事業
秋田米の高品質・安定生産を図るため、作柄解析調査や高温対策技術の検討を行うとともに、簡便な測定方法

による新たな生育指標の作成に向けた検証を行う。
・ 実施内容 水稲・大豆の生育状況の把握と技術対策情報の提供（年８回）

水稲の高温対策技術の検討、県産米の食味官能評価（委託先：（一財）日本穀物検定協会）
センシング技術による水稲生育状況の把握と生育指標の検証（農業試験場、８地区）
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(4) 水田農業基幹施設等整備事業
意欲ある農業者等が取り組む米の生産拡大に必要な農業機械等の導入を支援する。
・ 助成対象 トラクター、コンバイン等
・ 補 助 率 １／２

(5) スマート農業・農業支援サービス事業体導入事業
作業受託等を行うサービス事業体の育成を図るため、スマート農業機械等の導入を支援する。
・ 助成対象 直進アシスト田植機、収量コンバイン等
・ 補 助 率 １／２、定額

２ 事業主体
(1)、(2)、(3)：県
(4) ：農業法人等
(5) ：農業支援サービス事業体
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３ 予算額
２０５，１０６千円 国庫支出金 １５０，６２２千円

諸収入 ３１，５９４千円
一般財源 ２２，８９０千円

(1)： １，１１０千円 需用費、使用料及び賃借料等 ２５２千円
委託料 ８５８千円

(2)： １６，８６６千円 旅費、需用費等 ３，８３７千円
備品購入費 １３，０２９千円

(3)： ５，１６０千円 旅費、需用費等 ３，９５０千円
委託料 １，２１０千円

(4)： ３１，５９０千円 負担金補助及び交付金 ３１，５９０千円

(5)：１５０，３８０千円 負担金補助及び交付金 １５０，３８０千円

４ 事業年度
令和８～１１年度
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11 未来につなぐ環境にやさしい農業推進事業（新規）

水田総合利用課

県産農産物の付加価値を高めるとともに、本県農業の持続的な発展を図るため、有機農業等の環境にやさしい農業
を推進する。

１ 事業内容
(1) みどり戦略農業推進事業

みどりの食料システム戦略に対応した農業を推進するため、みどり認定の取得等を促進する。
・ 実施内容 秋田県みどりトータルサポートチームによる支援

環境負荷低減活動研修会の開催
県内未利用資源の評価 等

(2) みどりの食料システム戦略推進交付金
市町村における有機農業の拡大に向けた取組を支援する。

ア 有機農業拠点創出・拡大加速化事業
・ 助成対象 水田除草機の改良、学校給食への有機米の提供等
・ 実施地区 大潟村
・ 補 助 率 定額

イ 有機転換推進事業
・ 助成対象 有機農業の開始に必要な経費
・ 実施地区 大潟村
・ 補 助 率 定額（２万円／10ａ）
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(3) 有機農業推進事業
有機農業の課題解決や取組拡大を図るため、生産者相互の技術研さんを促進するとともに、技術確立に向けた

実証等を行う。
・ 実施内容 県域の有機農業研究組織の活動支援、有機農業指導員の育成

有機栽培マニュアルの作成に向けた実証ほの設置

(4) ＧＡＰ普及推進事業
農業者等によるＧＡＰ（農業生産工程管理）の実践や認証取得に向けた取組を支援する。
・ 実施内容 ＧＡＰ推進研修会の開催

認証取得に向けたフォローアップ 等

２ 事業主体
(1)、(3)、(4)：県
(2) ：市町村

３ 予算額
１２，９２７千円 国庫支出金 １１，４０９千円

一般財源 １，５１８千円

(1)： ８０７千円 報償費、需用費等 ８０７千円

(2)： ５，２００千円 負担金補助及び交付金 ５，２００千円

(3)： ５，３５２千円 需用費、備品購入費等 ５，３５２千円

(4)： １，５６８千円 報償費、旅費等 ５７８千円
負担金補助及び交付金 ９９０千円

４ 事業年度
令和８～１１年度
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12 “市場戦略型”野菜収益アップ事業（新規）

園芸振興課

野菜等生産農家の所得向上を図るため、マーケティングに基づく高単価販売に向けた取組と生産技術の転換による
収穫量・作付規模の維持・拡大を推進する。

１ 事業内容
(1) 市場戦略に基づく技術確立推進事業

マーケティングに基づく新たな販売戦略を策定するとともに、単収向上技術の確立や大規模法人による野菜生
産モデルの構築等を行う。
・ 実施内容 県産野菜等のマーケティング調査と新たな戦略の策定

単収向上技術等の実証・普及（ねぎ、アスパラガス、えだまめ、トマト、すいか）
地域園芸戦略推進会議の開催、伝統野菜の原種保存 等

(2) 園芸品目販売拡大マーケティング事業
戦略的マーケティングに基づき、国内外での県産園芸品目の販売促進活動を展開する。
・ 助成対象 国内外におけるマーケティング調査・分析

首都圏量販店での秋田フェアの開催
・ 補 助 率 １／３

(3) 暑さに負けるな！野菜高温対策普及拡大事業
高温条件下での安定生産を図るため、高温対策技術や新たな園芸品目の栽培に関する実証・普及を行う。
・ 実施内容 高温対策実証ほの設置（えだまめ、トマト、きゅうり）

病害虫対策実証ほの設置（ねぎ）
さつまいも栽培技術支援

２ 事業主体
(1)、（3）：県
(2) ：あきた園芸戦略対策協議会
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３ 予算額
８，３６４千円 一般財源 ８，３６４千円

(1)：２，２２６千円 旅費、需用費等 ２，２２６千円

(2)：３，５００千円 負担金補助及び交付金 ３，５００千円

(3)：２，６３８千円 旅費、需用費等 １，１７０千円
委託料 １，４６８千円

４ 事業年度
令和８～１１年度
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13 花き安定生産・ブランド力強化事業（新規）

園芸振興課

花き品目の生産拡大を図るため、新規参入の促進や新品種の開発に取り組むとともに、安定生産に向けた栽培技術
の確立・普及や県産花きのブランド力強化を図る。

１ 事業内容
(1) 花き品目生産維持拡大事業

花き生産への新規参入の促進や新品種の開発に取り組む。
・ 実施内容 新規参入者向けスマート技術導入研修会の開催

栽培しやすいＮＡＭＡＨＡＧＥダリアの品種開発
市場性や生産性を重視した品種の選抜・評価の実施

(2) 花き高温・土壌病害対策事業
高温対策及び単収向上技術の確立や新たな土壌病害対策技術の普及を図る。
・ 実施内容 高温対策実証ほの設置（リンドウ、ダリア等）

新たな土壌消毒方法の普及（トルコギキョウ） 等

(3) 県産花きブランド力強化事業
首都圏でのイベント開催等により、県産花きのブランド力の強化を図る。
・ 実施内容 ＮＡＭＡＨＡＧＥダリア選抜総選挙の開催

2027年国際園芸博覧会への出展準備 等

２ 事業主体
県
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３ 予算額
７，５０６千円 一般財源 ７，５０６千円

(1)：３，１６４千円 報償費、需用費等 １，７８８千円
委託料 １，３７６千円

(2)： ８５５千円 報償費、需用費等 ８５５千円

(3)：３，４８７千円 旅費、需用費等 ９７１千円
委託料 ２，４１６千円
負担金補助及び交付金 １００千円

４ 事業年度
令和８～１１年度
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14 稼ぐあきたの園芸経営体応援事業（新規）

園芸振興課

多様な担い手が地域に定着する収益性の高い園芸産地の育成を図るため、生産拡大等に計画的に取り組む経営体の
機械・施設の整備や共同利用施設の再編集約・合理化を支援する。

１ 事業内容
(1) 稼ぐ園芸拡大計画推進事業

市町村、ＪＡ等による「稼ぐ園芸拡大計画」の策定を支援する。
・ 実施内容 推進会議等の開催、既存園芸メガ団地の経営課題の把握と課題解決支援等

(2) 稼ぐ園芸経営体応援事業
稼ぐ園芸拡大計画に位置づけられた経営体による、園芸メガ団地の整備や規模拡大、生産コスト削減に向けた

機械・施設の整備を支援する。
ア 支援メニュー
(ｱ) 園芸メガ団地 平場地域１億円、中山間地域３千万円の販売額を目指す取組
(ｲ) 収 益 向 上 規模拡大や単収向上等により収益性の向上を図る取組
(ｳ) 新 規 就 農 新規就農者等の経営の複合化に向けた取組
(ｴ) 気象変動対策 気象変動に対応した技術の導入に関する取組

イ 対象作物等
・ 野菜（えだまめ、ねぎ、アスパラガス、トマト、きゅうり、すいか）
・ 花き（キク、リンドウ、トルコギキョウ、ユリ、ダリア）
・ 果樹（りんご、なし、ぶどう、もも、おうとう）
・ 土地利用型作物（大豆、麦、そば、葉たばこ）
・ 菌茸類（しいたけ）
・ 地域振興品目（市町村で特に振興する品目）
・ 新規就農者の経営の複合化に必要な品目 きゅうりメガ団地

（美郷町）
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ウ 助成対象 生産、収穫、調製・出荷に必要な機械・施設の整備に要する経費
新植、改植に要する経費（アスパラガス、リンドウ、果樹等）

エ 補 助 率 (ｱ) ：１／２
(ｲ)、(ｴ)：１／３（上限10,000千円）
(ｳ) ：１／３（上限10,000千円、農外からの新規就農者１／２ 上限15,000千円）

(3) 秋田産食料供給力向上支援事業
輸入品からの切替えや国内産地の縮小により需要が高まっている品目の生産拡大を支援する。

ア 対象品目 夏秋いちご、半促成アスパラガス、さつまいも
イ 助成対象 生産、収穫、調製・出荷に必要な機械・施設の整備に要する経費
ウ 補 助 率 １／２（上限20,000千円）

(4) 園芸共同利用施設の再編集約・合理化事業
老朽化した共同利用施設の再編集約・合理化の取組を支援する。

ア 助成対象 真空予冷庫等
イ 補 助 率 本体事業：１／２

協調事業：１／６（国１／２、県１／４、市町村１／４）

２ 事業主体
(1)：県
(2)：認定農業者、認定新規就農者等
(3)：認定農業者、ＪＡ等
(4)：ＪＡ
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３ 予算額
６０３，１９９千円 国庫支出金 ４９２，４７２千円

諸収入 ６１，９８８千円
県債 １３，０００千円
一般財源 ３５，７３９千円

(1)： １，９２７千円 旅費、需用費等 １，９２７千円

(2)：２３２，２３４千円 負担金補助及び交付金 ２３２，２３４千円

(3)：１７３，１５１千円 負担金補助及び交付金 １７３，１５１千円

(4)：１９５，８８７千円 負担金補助及び交付金 １９５，８８７千円

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用予定

４ 事業年度
令和８～１１年度
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15 秋田牛ブランド新規需要拡大事業（新規）

畜産振興課

生産者の所得向上を図るため、「秋田牛」の県内外における販売力の強化と新たな需要拡大に向けた取組を推進す
る。

１ 事業内容
(1) 秋田牛販売力強化事業

県外における「秋田牛」の販売力強化を図るとともに、品質向上によるブ
ランド力の強化に取り組む。
ア 首都圏等県外における販売力の強化
・ 実施内容 バイヤー等の産地招へい、首都圏でのトップセールス等

イ 品質向上によるブランド力の強化
・ 実施内容 秋田牛枝肉共励会の開催

秋田牛情報の発信 等

(2) 秋田牛認知度向上事業
県内事業者が実施する新規需要拡大に向けた取組を支援するとともに、イベ

ントの開催や学校給食を通じた理解醸成により秋田牛の認知度向上を図る。
ア インバウンド等需要拡大支援事業
・ 対 象 者 県内の宿泊事業者及び飲食事業者
・ 助成対象 秋田牛をメインとしたフェア開催に係る経費
・ 補 助 率 １／２

イ 秋田牛の魅力発信
・ 実施内容 県内イベントでのＰＲや試食提供

学校給食への提供と出前講座の開催に係る経費への助成
ウ 販促資材の作成
・ 実施内容 認知度向上を図るためのポスター及び動画の作成

〔秋田牛枝肉共励会〕

〔秋田牛出前講座〕
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２ 事業主体
(1)：県
(2)：県、秋田牛ブランド推進協議会、民間事業者

３ 予算額
９，３６６千円 一般財源 ９，３６６千円

(1)：５，２９０千円 需用費、役務費等 ６０５千円
委託料 ４，６８５千円

(2)：４，０７６千円 委託料 ２，７２６千円
負担金補助及び交付金 １，３５０千円

４ 事業年度
令和８～１１年度

- 41 -



16 稼ぐ畜産経営体ステップアップ応援事業（新規）

畜産振興課

本県畜産業の収益性の向上を図るため、意欲ある畜産経営体の規模拡大や経営体質強化に必要な機械・施設の整備
や家畜の導入等を支援する。

１ 事業内容
(1) 畜産経営基盤強化支援事業

新規就農者の経営開始や意欲ある畜産経営体の規模拡大及び生産性向上の取組を支援する。
ア 支援メニュー
(ｱ) 新規就農 新規就農者の営農計画実現に向けた取組
(ｲ) 生産拡大 規模拡大やスマート化・暑熱ストレス軽減等に向けた取組

イ 助成対象 機械・施設の整備、家畜の導入に要する経費
ウ 補 助 率 １／３（農外からの新規就農者１／２）

定 額（繁殖牛・初妊牛の導入）

(2) 飼料増産・耕畜連携拡大支援事業
自給飼料の生産・利用拡大や耕種農家と畜産農家の連携による堆肥の利活用に向け

た取組を支援する。
ア 支援メニュー
(ｱ) 自給飼料増産 自給飼料の生産・利用の拡大に向けた取組
(ｲ) 耕畜連携推進 堆肥の利活用の拡大に向けた取組

イ 助成対象 機械・施設の整備、自給飼料の生産拡大に係る資材の導入に要する経費
ウ 補 助 率 １／３

〔繁殖雌牛の導入〕

〔収穫調製機械の導入〕

- 42 -



２ 事業主体
(1)の(ｱ)：認定新規就農者等
(1)の(ｲ)：認定農業者、畜産クラスター計画の中心的経営体
(2)の(ｱ)：認定農業者、畜産クラスター計画の中心的経営体、機械共同利用組織
(2)の(ｲ)：堆肥共同利用組織

３ 予算額
１０８，３３１千円 国庫支出金 １０８，３３１千円

(1)：７３，５７１千円 負担金補助及び交付金 ７３，５７１千円

(2)：３４，７６０千円 負担金補助及び交付金 ３４，７６０千円

※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用予定

４ 事業年度
令和８～１１年度
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17 家畜保健衛生所再編整備事業（新規）

畜産振興課

家畜防疫体制の強化を図るため、家畜保健衛生所の再編に向けた計画の策定を進めるとともに、既存施設において
必要な修繕を行う。

１ 事業内容
(1) 基幹家保整備事業

現在の３家保体制の再編のあり方を検討し、家畜伝染病の危機管理拠点となる新たな基幹家保庁舎を整備する
ための基本計画を策定する。

(2) 北部家保解剖棟整備事業
病理解剖や家畜伝染病患畜を効率的に処理するため、北部家保の焼却炉を修繕する。

２ 事業主体
県

３ 予算額
８，４６３千円 一般財源 ８，４６３千円

(1)： ３７２千円 旅費、需用費等 ３７２千円

(2)：８，０９１千円 旅費、需用費 ８，０９１千円

４ 事業年度
令和８～１３年度
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18 日本型直接支払交付金事業

農山村振興課
水田総合利用課

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、農業生産活動の継続や水路・農道等を維持するための共
同活動、自然環境の保全に資する活動を支援する。

１ 事業内容
(1) 日本型直接支払交付金事業（中山間地域等）
ア 中山間地域等直接支払交付金

中山間地域等における農業生産条件の不利を補正することにより、農業生産の継続を支援する。
・ 交付単価 田（急傾斜地）21,000円／10ａ、（緩傾斜地）8,000円／10ａ

畑（急傾斜地）11,500円／10ａ、（緩傾斜地）3,500円／10ａ
・ 実施面積 8,850ha
・ 負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４

イ 中山間地域等直接支払推進交付金
交付金事務、推進活動等に要する経費

・ 負担割合 国10／10ほか

(2) 日本型直接支払交付金事業（多面的機能）
ア 多面的機能支払交付金
(ｱ) 農地維持支払交付金

農地法面の草刈りや水路の泥上げ、農道の砂利補充等の保全活動を支援する。
・ 交付単価 田3,000円／10ａ、畑2,000円／10ａ
・ 実施面積 96,600ha
・ 負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４

〔共同での泥上げ作業〕
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(ｲ) 資源向上支払交付金（共同活動）
機能診断に基づく水路・農道等の軽微な補修や景観形成などの保全活動等を支援する。

・ 交付単価 田（新規）2,400円／10ａ、（継続）1,800円／10ａ
畑（新規）1,440円／10ａ、（継続）1,080円／10ａ

・ 実施面積 89,600ha
・ 負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４

(ｳ) 資源向上支払交付金（長寿命化）
水路・農道等の改修・更新など施設の長寿命化のための活動を支援する。

・ 交付単価 田4,400円／10ａ、畑2,000円／10ａ、広域組織1,000円／10ａ
・ 実施面積 21,600ha
・ 負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４

イ 多面的機能支払推進交付金
交付金事務、推進活動等に要する経費

・ 負担割合 国10／10

(3) 日本型直接支払交付金事業（環境保全型農業支援対策）
ア 環境保全型農業直接支払交付金

化学肥料・化学合成農薬の使用を慣行栽培の５割以上低減する取組と併せて行う、地球温暖化防止や生物多
様性の保全に効果が高い営農活動を支援する。
・ 交付単価 有機農業 14,000円、16,000円／10ａ

炭の投入 5,000円／10ａ
堆肥の施用 3,600円／10ａ ほか

・ 実施面積 4,595ha
・ 負担割合 国１／２、県１／４、市町村１／４

イ 環境保全型農業推進事業
交付金事務、推進活動等に要する経費

・ 負担割合 国10／10
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２ 事業主体
(1)：県、市町村、協議会、農業者等
(2)：県、市町村、協議会、活動組織等
(3)：県、市町村、農業者団体等

３ 予算額
４，５５２，３６７千円 国庫支出金 ３，０６３，７６２千円

一般財源 １，４８８，６０５千円

(1)： ７９４，３５０千円 負担金補助及び交付金等 ７９４，３５０千円

(2)：３，５８５，１３０千円 負担金補助及び交付金等 ３，５８５，１３０千円

(3)： １７２，８８７千円 負担金補助及び交付金等 １７２，８８７千円

４ 事業年度
(1)：平成１２年度～
(2)：平成１９年度～
(3)：平成２３年度～

【参考】日本型直接支払交付金事業に係る取組面積等の推移

区 分 令和６年度実績 令和７年度実績見込 令和８年度計画
日本型直接支払交付金事業 9,864ha 8,667ha 8,850ha
（中山間地域等） （ 486協定） （ 392協定） （ 400協定）
日本型直接支払交付金事業 97,394ha 96,077ha 96,600ha
（多面的機能） （ 991組織） （ 946組織） （ 931組織）
日本型直接支払交付金事業 4,740ha 3,411ha 4,595ha
（環境保全型農業支援対策） （ 19団体） （ 21団体） （ 24団体）
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19 明るいむらづくり人材・組織育成事業（新規）

農山村振興課

農山村地域の活性化を図るため、地域の中心となり活動する人材や組織を育成する。

１ 事業内容
(1) 農山漁村の元気な人材育成事業「ＡＫＩＴＡ ＲＩＳＥ」

ア キ タ ラ イ ズ

地域活動の主体となる人材や組織を育成するための研修を実施する。
・ 研修内容 入門編 農山漁村の地域づくりに関する基調講演、事例紹介等

実践編 課題解決スキルの習得、プロジェクトの構想策定
交流会 人材ネットワークづくり等

(2) 農村ＲＭＯ形成推進事業
農用地保全、地域資源活用及び生活支援に取り組む農村ＲＭＯ（農村型地域運営組織）

の設立を支援する。
ア 農村ＲＭＯ形成推進事業
・ 助成対象 農用地保全、地域資源活用、生活支援に係る調査、計画、実証等（１地域）
・ 補 助 率 定額（上限30,000千円／３年）

イ 農村ＲＭＯ形成伴走支援事業
・ 実施内容 農村ＲＭＯ設立に向けた地域の合意形成

実証地域の活動に対する助言 等

(3) 人材・組織育成推進事業
地域の合意形成や技術指導等に関するアドバイザーを派遣するとともに、行政機関や関係団体の連携強化を図

るため、推進会議を開催する。

２ 事業主体
(2)のア ：地域協議会
上記以外：県

〔「AKITA RISE」実践編〕
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３ 予算額
３１，１８７千円 国庫支出金 ２１，８７０千円

繰入金：中山間地域土地改良施設等保全基金 ９，３１７千円

(1)： ８，６３７千円 旅費、使用料及び賃借料等 １３７千円
委託料 ８，５００千円

(2)：２１，８７０千円 旅費、使用料及び賃借料等 ４７０千円
委託料 ４，５００千円
負担金補助及び交付金 １６，９００千円

(3)： ６８０千円 報償費、旅費等 ６８０千円

４ 事業年度
令和８～１１年度

〔農村ＲＭＯと支援チームのイメージ〕

地
域

中
間
支
援
組
織

農村RMO支援チーム

市町村

地域づくり推進課 支
援

農山村振興課

地域振興局 ＋

＜地域協議会＞

集落協定・集落営農・
農業法人 など

自治会・町内会・婦人会・
PTA・社会福祉協議会 など

＜実証事業の実施＞

集落に関連する複数の組織により
小学校区程度のエリアで協議会を結成

＋

農用地の保全 地域資源の活用 生活支援

農地の保全・遊休農地活
用に向けた話し合い

特産品の開発や
モニターツアーの実施

空き家周辺等の除排雪
体制整備の検討
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20 あきたの農山村ビジネス共創事業（新規）

農山村振興課

農山村地域の所得向上を図るため、多様な人材の参画による地域資源を生かしたビジネスの創出を支援する。

１ 事業内容
(1) 農山村オンリーワンビジネス創出事業

地域資源を生かしたプランの策定やプランに基づく取組を支援する。
ア 農山村オンリーワンビジネスプラン策定支援事業
・ 実施内容 実効性のあるプラン策定に向けた専門的な指導・助言

イ 農山村オンリーワンビジネス支援事業
・ 助成対象 新たなビジネス創出に要する機械・施設等の整備

販売促進活動 等
・ 補 助 率 １／２（上限2,500千円）

(2) 農泊ビジネス推進事業
交流・関係人口を呼び込み、地域の収益力の強化を図るため、農泊ビジネス

の起業や、農泊事業者と地域の農業者等が連携した取組を支援する。
ア 農泊の起業・継承に係る研修
・ 実施内容 新規参入者を対象とした研修会の開催

イ 農泊ビジネス起業支援補助金
・ 助成対象 営業許可取得に必要な施設の改修等
・ 補 助 率 １／２（上限500千円）

ウ 農泊体験コンテンツ磨き上げ事業
・ 実施内容 農泊事業者と関係者によるコンテンツの充実

体験プログラムの提供体制の構築

〔農泊ビジネス起業研修〕

〔加工施設（にかほ市）〕
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２ 事業主体
(1)のア、(2)のア、ウ：県
(1)のイ ：協議会、プランに位置づけた個人・団体
(2)のイ ：農業者等

３ 予算額
２１，６２４千円 繰入金：中山間地域土地改良施設等保全基金 ８，１２４千円

一般財源 １３，５００千円

(1)：１５，２００千円 旅費、使用料及び賃借料等 ２００千円
委託料 ２，５００千円
負担金補助及び交付金 １２，５００千円

(2)： ６，４２４千円 旅費、需用費等 １２４千円
委託料 ５，３００千円
負担金補助及び交付金 １，０００千円

４ 事業年度
令和８～１１年度
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21 農業農村整備事業（公共）

農山村振興課
農地整備課

農業の生産基盤の強化や農村地域の安全・安心の確保を図るため、ほ場整備や農業水利施設の整備等を実施する。

１ 主な事業内容
(1) 経営体育成基盤整備事業
ア 農地集積加速化基盤整備事業

水田農業の効率化・複合化に不可欠な水田の大区画化・汎用化を図るため、区画整理を行うとともに、暗渠
排水、用排水路、農道等の生産基盤を整備する。
・ 実施地区 太田南部地区（大仙市・美郷町）ほか22地区
・ 予 算 額 ３，０１２，７１０千円

イ 農地中間管理機構関連ほ場整備事業
農地中間管理権が設定された農地において、区画整理や暗渠排水、用排水路、農道等の生産基盤を整備する。

・ 実施地区 沼田田中地区（八峰町）ほか42地区
・ 予 算 額 ２，８２３，２０１千円

(2) ため池等整備事業【農村地域防災減災事業】
農地等での災害を未然に防止するため、ため池や頭首工、用排水路、排水機等について、改修・補強等を実施

する。
・ 実施地区 今戸地区（井川町・五城目町）ほか55地区
・ 予 算 額 ３，６８４，１９９千円
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(3) 水利施設整備事業
ア かんがい排水事業

農業生産の基礎となる基幹的な農業用用排水施設を整備する。
・ 実施地区 下堰・三百石堰地区（美郷町・大仙市）ほか７地区
・ 予 算 額 ８９７，７９１千円

イ 基幹水利施設ストックマネジメント事業
老朽化した農業用用排水施設の長寿命化を図るため、補修・更新等を実施する。

・ 実施地区 八郎潟２地区（大潟村）ほか13地区
・ 予 算 額 ７３９，３００千円

(4) 農地耕作条件改善事業
地域の実情に応じた区画拡大や暗渠排水等の簡易な基盤整備を支援する。
・ 実施地区 大潟耕作12期地区（大潟村）ほか８地区
・ 予 算 額 １，０８２，５００千円

２ 事業主体
(1)、(2)、(3)：県
(4) ：県、市町村、土地改良区等

３ 予算額
１５，９２３，７９１千円 分担金及び負担金 １，４０２，９７５千円

国庫支出金 ９，２６８，３６１千円
諸収入 ２１２，６８０千円
県債 ３，７３９，８００千円
一般財源 １，２９９，９７５千円
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22 秋田の漁業人材育成総合対策事業

水産漁港課

本県漁業を担う人材を確保・育成するため、基礎的な研修や就業希望者向けの技術習得研修等を実施する。

１ 事業内容
(1) あきた漁業スクール管理運営事業

本県漁業に関する情報発信や就業相談等を通じて担い手の掘り起こしを行うほか、漁業未経験者を対象とした
トライアル研修を実施する。
・ 対 象 者 本県漁業に興味のある漁業未経験者
・ 実施内容 刺し網や定置網等の漁業研修、操船体験、座学等
・ 研修期間 １４日間程度
・ 予定人数 ７名

(2) 秋田の漁業担い手確保・育成事業
就業希望者を対象とした技術習得研修を行う。
・ 対 象 者 独立・自営の漁業経営を目指す者
・ 実施内容 先達的漁業者の下での実践的研修
・ 研修期間 最長２年
・ 予定人数 新規５名、継続８名

２ 事業主体
県

〔トライアル研修募集ポスター〕
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３ 予算額
３０，２８８千円 一般財源 ３０，２８８千円

(1)： ８，５６３千円 旅費 ２０１千円
委託料 ８，３６２千円

(2)：２１，７２５千円 委託料 ２１，７２５千円

４ 事業年度
令和元年度～
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23 秋田版次世代型漁業構築事業（拡充）

水産漁港課

海洋環境の変化に伴う魚種や漁場の変化に対応した持続可能な漁業を確立するため、漁法の転換や複合化及び新漁
法の導入を支援する。

１ 事業内容
(1) 次世代型漁業転換推進事業

漁法の転換や複合化に必要な漁具等の導入に対し支援する。
・ 対 象 者 漁業者
・ 助成対象 漁具等
・ 補 助 率 １／３（新規就業者１／２）

(2) 新たな漁法トライアル事業
既存の漁法とは異なる漁法で操業するトライアル試験を実施する。

(3) 漁業効率化実証事業（新規）
定置網漁業の生産性向上を図るため、スマート技術を活用した実証試験を実施する。

２ 事業主体
(1) ：漁業者
(2）、(3)：県

〔定置網漁業のスマート化〕
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３ 予算額
５，１００千円 国庫支出金 ５，１００千円

(1)：１，３００千円 負担金補助及び交付金 １，３００千円

(2)：１，３００千円 委託料 １，３００千円

(3)：２，５００千円 委託料 ２，５００千円

４ 事業年度
令和６～１０年度
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24 あきたフィッシュ普及・販売力強化事業（新規）

水産漁港課

県産水産物の販売力の強化を図るため、県外での認知度向上に取り組むとともに、漁業者グループ等によるブラン
ド化に向けた取組を支援する。

１ 事業内容
(1) 秋田の水産物売り込み拡大事業

県外商談会での売り込みにより県産水産物の認知度向上と販路拡大を図る。

(2) 秋田の水産物ブランド力強化支援事業
蓄養殖や漁法の転換により漁獲されるようになった新たな水産物のブランド

化に向けた取組を支援する。
・ 助成対象 デザイン開発費、認証・知的財産関連費等
・ 補 助 率 １／２（上限300千円）

２ 事業主体
(1)：県
(2)：漁業者グループ、漁業協同組合

３ 予算額
４，８０１千円 一般財源 ４，８０１千円

(1)：３，１５４千円 旅費、需用費等 ８００千円
委託料 ２，３５４千円

(2)：１，６４７千円 報償費、旅費 １４７千円
負担金補助及び交付金 １，５００千円

４ 事業年度
令和８～１１年度 〔男鹿つばきサーモン〕

〔商談会でのＰＲの様子〕
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25 森林・林業雇用総合対策事業

林業木材産業課

林業の担い手を確保・育成するため、林業経営体における就業環境の整備や就業希望者への支援など、総合的な雇

用対策を実施する。

１ 事業内容

(1) 森林整備担い手育成事業

林業従事者の育成や就業環境の改善、労働安全衛生対策の取組を支援する。

ア 林業従事者の育成及び技術習得に向けた研修経費に対する助成

(ｱ) ニューグリーンマイスター育成研修

・ 補 助 率 10／10

(ｲ) 技能講習等

・ 補 助 率 １／２

(ｳ) 技能検定に関する研修

・ 補 助 率 10／10

イ 就業環境の改善

(ｱ) 新規林業従事者の処遇改善

・ 補 助 率 定額（10千円／月・人）

ウ 労働安全衛生の充実

(ｱ) ハチ刺され対策

・ 補 助 率 定額（２千円／人）

(ｲ) 安全作業器具の導入

・ 補 助 率 １／２
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エ Ａターン就業者の確保

・ 補 助 率 定額（50千円／月・人）

(2) 林業労働安全衛生対策事業

林業労働災害の撲滅に向けた巡回指導活動等への支援や林業経営体に対する安全診断を実施する。

ア 安全衛生指導員の巡回指導活動、林業従事者を対象とした労働安全講習会

・ 補 助 率 ３／４（国２／３、県１／３）

イ 林業経営体の安全診断

・ 実施内容 林業経営体に対する労働安全診断

(3) 林業就業サポート事業

就業希望者に対する就業先の斡旋やマッチング、就業前の各種研修の紹介等を総合的に行う取組を支援する。

・ 助成対象 無料職業紹介所の運営

雇用環境の改善相談等に要する経費

・ 補 助 率 10／10

(4) 林業の魅力発信事業

職業としての林業の認知度向上を図るため、小・中・高校生向けの林業体験学習を実施する。

・ 実施内容 小・中・高校生の林業学習体験、林業現場体験会等

２ 事業主体

(1)、(3) ：（公財）秋田県林業労働対策基金

(2)のア ：林業・木材製造業労働災害防止協会秋田県支部

(2)のイ、(4)：県
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３ 予算額
６３，８４９千円 国庫支出金 １，５００千円

繰入金：森林整備担い手育成基金 ２９，６３９千円
森林環境譲与税基金 ３２，７１０千円

(1)：４０，８０３千円 負担金補助及び交付金 ４０，８０３千円

(2)： ３，１１４千円 委託料 ２，３６４千円
負担金補助及び交付金 ７５０千円

(3)：１３，４８８千円 負担金補助及び交付金 １３，４８８千円

(4)： ６，４４４千円 需用費、使用料及び賃借料等 １，４７７千円
委託料 ４，９６７千円

４ 事業年度
平成８年度～
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26 “使う”あきた材利用促進事業（新規）

林業木材産業課

県内における住宅及び非住宅建築物での県産材の利用拡大を図るため、県民を対象としたＰＲイベントの開催や工
務店支援のほか、木造建築人材の育成に取り組む。

１ 事業内容
(1) あきた材魅力発見事業

住宅等における木材利用を促進するため、県産材の魅力を伝えるＰＲイベントを開催する。
・ 対 象 者 県民、建築関係者等
・ 実施内容 県産材を使用した住宅及び家具等のＰＲ（全国育樹祭シンポジウムと同時開催）

(2) あきた材県内住宅利用促進事業
輸入材や他県産材から県産材への転換を促進するため、県産材の利用・普及に取り組む県内工務店グループ等

を支援する。
・ 助成対象 県産材を一定量以上使用した住宅等の新築及びリフォーム
・ 補 助 率 定額（20㎥以上:200千円／戸、15㎥以上:150千円／戸、10㎥以上:100千円／戸）

(3) あきた木造建築人材育成普及事業
木材を使った非住宅建築に携わる人材育成と、県民の木材利用の意識醸成を図るため、木材利用をテーマとし

たコンクール等を実施する。
・ 実施内容 学生を対象とした木材利用提案コンクールの開催

民間非住宅建築物を対象とした木造・木質化建築賞の表彰

２ 事業主体
(1)、(3)：県
(2) ：県内工務店グループ等
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３ 予算額
４１，２９０千円 繰入金：森林環境譲与税基金 １，２４２千円

一般財源 ４０，０４８千円

(1)： ２，４５２千円 旅費、使用料及び賃借料 ３２千円
委託料 ２，４２０千円

(2)：３６，８４２千円 旅費、需用費等 ２４２千円
委託料 ３，６００千円
負担金補助及び交付金 ３３，０００千円

(3)： １，９９６千円 旅費、使用料及び賃借料等 ５７千円
委託料 １，９３９千円

４ 事業年度
令和８～１０年度
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27 “稼ぐ”あきた材利用推進事業（新規）

林業木材産業課

県産材のブランド力強化と首都圏への販路拡大を図るため、プロモーションや工務店支援を行うほか、非住宅分野
での利用促進や台湾への輸出に向けた体制整備に取り組む。

１ 事業内容
(1) あきた材ブランド発信事業

ブランド力を強化するため、首都圏でのプロモーションを展開する。
・ 対 象 者 工務店、建築士、デザイナー等
・ 実施内容 首都圏展示会への出展

(2) あきた材県外住宅販路強化事業
県外住宅における県産材の利用拡大のため、県産材の利用・普及に取り組む工務店等を支援する。
・ 対 象 者 あきた材パートナー登録を行った工務店等
・ 助成対象 構造材、内装等への県産材利用
・ 補 助 率 定額（構造材等5㎥以上･内装材等10㎡以上:50千円／戸）

(3) あきた材非住宅建築物整備事業
非住宅建築物での継続的かつ波及的な県産材利用を推進するため、モデル的施設の整備を支援する。
・ 対 象 者 あきた材サポーター登録を行った県外建築主
・ 助成対象 県産材を使用した非住宅建築物等
・ 補 助 率 定額（上限2,500千円／件）

(4) あきた材輸出販路強化事業
台湾への輸出体制を整備するため、ビルダー等の招へいや県内工場等との商談会を実施する。
・ 対 象 者 木材産業団体、製材工場等
・ 実施内容 県内木材加工工場の視察、商談会の開催
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２ 事業主体
(1)、(4)：県
(2) ：県外工務店等
(3) ：県外建築主

３ 予算額
４２，４０９千円 繰入金：森林環境譲与税基金 ６，６２７千円

一般財源 ３５，７８２千円

(1)： ７，４４０千円 旅費、使用料及び賃借料等 ７３０千円
委託料 ６，７１０千円

(2)：２４，３９２千円 旅費、需用費等 ９２２千円
負担金補助及び交付金 ２３，４７０千円

(3)： ２，６０４千円 旅費、使用料及び賃借料 １０４千円
負担金補助及び交付金 ２，５００千円

(4)： ７，９７３千円 旅費、需用費等 １，５９３千円
委託料 ６，３８０千円

４ 事業年度
令和８～１０年度
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28 ネット・ゼロに挑戦する再造林拡大事業（新規）

森林資源造成課

将来にわたるＣＯ２吸収量の確保と資源の循環利用に向け、再造林の拡大を総合的に推進する。

１ 事業内容
(1) 造林地集積ネットワーク拡大事業

造林者と伐採者が「造林地集積ネットワーク」を構築し、森林所有者に代わって再造林とその後の保育管理を
一括して担う取組を推進する。
ア 造林地の集積に取り組む林業経営体への支援
・ 事 業 量 608ha
・ 補 助 率 定額（150千円／ha）

イ 造林地の集積に応じる森林所有者への支援
・ 事 業 量 608ha
・ 補 助 率 定額（ 50千円／ha）

ウ 造林マイスターフォローアップ対策
・ 実施内容 再造林等の働きかけを行う「造林マイスター」を

対象とした研修会の開催

(2) 先進的造林技術推進事業
スギエリートツリーの普及促進を図るとともに、先進技術を実践

する人材を育成する。
・ 実施内容 エリートツリー展示林等の整備

ドローンを用いた森林管理研修

(3) 再造林優良種苗確保事業
優良種苗の安定供給を図るため、採種園の整備等を行う。
・ 実施内容 採種園に植栽するスギエリートツリー母樹の育成等

〔再造林面積と再造林率の推移〕
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(4) あきたの森林若返り普及促進事業
再造林に対する県民の理解を深めるため、ネット・ゼロの実現に向けた森林・林業が果たす役割の周知や森林

由来のＪ－クレジットの創出拡大に向け普及啓発を行う。
・ 実施内容 再造林推進大会の開催

出前講座の実施
森林クレジット制度普及セミナー等の開催

２ 事業主体
(1)のア ：林業経営体
(1)のイ ：秋田県再造林推進協議会
(1)のウ、(2)、(3) ：県
(4) ：県、秋田県山林種苗協同組合

３ 予算額
１３６，６８６千円 財産収入 ７千円

繰入金：森林環境譲与税基金 ３４，３６２千円
諸収入 ２６千円
一般財源 １０２，２９１千円

(1)：１２１，９００千円 旅費、使用料及び賃借料等 ３００千円
負担金補助及び交付金 １２１，６００千円

(2)： ４，９１０千円 委託料 ４，９１０千円

(3)： ８，１９４千円 報酬、需用費等 ８，１９４千円

(4)： １，６８２千円 旅費、需用費等 １，４９８千円
負担金補助及び交付金 １８４千円

４ 事業年度
令和８～１１年度

- 67 -



29 森林病害虫等防除対策事業

森林環境保全課

松くい虫被害及びナラ枯れ被害の拡大・まん延を防止し、森林の多面的機能の維持増進を図るため、松くい虫被害
先端地域や多面的機能の高い松林及び守るべきナラ林での伐倒駆除等を実施する。

１ 事業内容
(1) 松くい虫被害先端地域特別対策事業（大臣命令委託事業）

・ 実施内容 松くい虫被害先端地域での伐倒駆除（4,395㎥）、薬剤散布（493ha）

(2) 松くい虫防除対策事業（国庫補助事業）
・ 実施内容 多面的機能の高い松林での伐倒駆除（4,247㎥）、薬剤散布（432ha）、樹幹注入（200本）
・ 補 助 率 ３／４

(3) 松くい虫防除対策事業（県単事業）
・ 実施内容 被害木調査（1,514ha）、抵抗性マツの品種開発

(4) ナラ枯れ予防対策事業（国庫補助事業）
・ 実施地区 市町村が定めた「守るべきナラ林」での伐倒駆除（160㎥）、樹幹注入（1,361本）
・ 補 助 率 ３／４

(5) 海岸松林ゾーニング事業（県単事業）
・ 実施内容 海岸松林の現況調査、風況調査、衛星画像解析等

２ 事業主体
(1)、(3)、(5)：県
(2) ：県、市町村
(4) ：市町村
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３ 予算額
３４１，６０３千円 国庫支出金 ２３８，３０８千円

繰入金：秋田県水と緑の森づくり基金 ２，０２１千円
一般財源 １０１，２７４千円

(1)：１５５，３６３千円 需用費 １００千円
委託料 １５５，２６３千円

(2)：１３７，５０６千円 旅費、需用費等 ７９１千円
委託料 １０７，１０４千円
負担金補助及び交付金 ２９，６１１千円

(3)： ２１，３９８千円 報酬、需用費等 ２，３２１千円
委託料 １９，０７７千円

(4)： １２，２７６千円 旅費、需用費 ６７千円
負担金補助及び交付金 １２，２０９千円

(5)： １５，０６０千円 旅費、需用費 １００千円
委託料 １４，９６０千円

４ 事業年度
昭和５７年度～

【参考】対策対象松林内における松くい虫被害の駆除実績 （単位：㎥）

※Ｒ７年度被害分のＲ８春駆除は計画数量

Ｒ５秋駆除 Ｒ６春駆除 Ｒ６秋駆除 Ｒ７春駆除 Ｒ７秋駆除 Ｒ８春駆除
森林病害虫等防除対策事業 6,368 2,531 2,193 8,737 2,431 10,321

568 3,417 2,923 2,650 1,000 1,000
1,833 855 1,934 4,396 2,226 3,500
8,769 6,803 7,050 15,783 5,657 14,821

20,478

事業名
Ｒ５年度被害分 Ｒ６年度被害分 Ｒ７年度被害分

造林補助事業（衛生伐）
治山事業（保安林総合改良）

小計
年度別被害の駆除量 15,572 22,833
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30 森林整備事業及び治山事業（公共）

森林資源造成課
森林環境保全課

森林の多面的機能発揮を図るための間伐等や、資源循環利用を促進するための林道等開設のほか、山地災害等の復
旧・予防に向けた治山対策を実施する。

１ 事業内容
(1) 森林整備事業
ア 造林補助事業

多面的機能が十分に発揮できる森林を育成するため、間伐や再造林等の森林整備を支援する。
・ 実施地区 花輪地区（鹿角市）ほか７地区（間伐・再造林等3,310㏊）
・ 予 算 額 １，５３４，２７８千円

イ 林道事業
効率的な森林整備や木材運搬に資するため、林道及び林業専用道を開設する。

・ 実施地区 上山田線（鹿角市）ほか18路線（開設延長4,150m）、橋梁改良・局部補修等24地区
・ 予 算 額 ８５８，５４２千円

(2) 治山事業
森林の維持造成を通じ、山地災害から県民の生命・財産を守るため、治山施設の整備や荒廃山地の復旧を行う。
・ 実施地区 小枝指地区（鹿角市）ほか69地区（治山ダム工28地区、山腹工17地区ほか）
・ 予 算 額 ２，９１６，１００千円
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２ 事業主体
(1)のア：県、市町村、林業経営体
(1)のイ：県、市町村
(2) ：県

３ 予算額
５，３０８，９２０千円 分担金及び負担金 ９５，４９０千円

国庫支出金 ２，９２８，０６６千円
県債 １，７１４，６００千円
一般財源 ５７０，７６４千円
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31 全国育樹祭開催準備事業

森林環境保全課全国育樹祭推進室

令和９年に開催する第50回全国育樹祭に向け、実施計画の策定やお手入れ会場の整備を行うほか、プレイベントを
開催し、気運醸成を図る。

１ 事業内容
(1) 計画・運営事業

各行事の運営体制や演出内容等の実施計画の策定等を行う。

(2) 関連行事事業
育樹祭にて様々な役割を担う「緑の少年団」の活動を支援するほか、

プレイベントを開催する。
ア 緑の少年団活動の支援
・ 実施内容 県内緑の少年団による交流集会の開催 お手入れ行事会場

全国緑の少年団活動発表大会への派遣 （北欧の杜公園）
秋田県緑の少年団活動発表大会の開催

イ 国民参加の森林づくりシンポジウムの開催
・ 実施内容 基調講演、パネルディスカッション

ウ 緑の少年団苗木育成
・ 実施内容 全国代表の少年団に贈呈する苗木の育成

(3) 会場整備事業
お手入れ会場となる県立北欧の杜公園の会場等を整備する。
・ 実施内容 お手入れ会場整備工事、会場周辺の森林整備等

式典行事会場
（ニプロハチ公ドーム）
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(4) 開催準備事務費
第50回全国育樹祭秋田県実行委員会の円滑な運営を図るとともに、令和９年開催に向けた広報活動や先催県調

査等を実施する。

２ 事業主体
(1)、(2)のイ、ウ、(3)：第50回全国育樹祭秋田県実行委員会
(2)のア ：（公社）秋田県緑化推進委員会
(4) ：県、第50回全国育樹祭秋田県実行委員会

３ 予算額
７８，７６３千円 繰入金：秋田県水と緑の森づくり基金 １５，０００千円

一般財源 ６３，７６３千円

(1)：１０，９４４千円 負担金補助及び交付金 １０，９４４千円

(2)：１６，１２０千円 負担金補助及び交付金 １６，１２０千円

(3)：３３，９１９千円 負担金補助及び交付金 ３３，９１９千円

(4)：１７，７８０千円 旅費、需用費等 ９，２６４千円
負担金補助及び交付金 ８，５１６千円

４ 事業年度
令和７～９年度
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